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【参照条⽂】 
 

●⾦融商品取引法 
◇２条 

１項 【略】 

２項 前項第⼀号から第⼗五号までに掲げる有価証券、同

項第⼗七号に掲げる有価証券（同項第⼗六号に掲げる有価

証券の性質を有するものを除く。）及び同項第⼗⼋号に掲

げる有価証券に表⽰されるべき権利並びに同項第⼗六号

に掲げる有価証券、同項第⼗七号に掲げる有価証券（同項

第⼗六号に掲げる有価証券の性質を有するものに限る。）

及び同項第⼗九号から第⼆⼗⼀号までに掲げる有価証券

であつて内閣府令で定めるものに表⽰されるべき権利（以

下この項及び次項において「有価証券表⽰権利」と総称す

る。）は、有価証券表⽰権利について当該権利を表⽰する当

該有価証券が発⾏されていない場合においても、当該権利

を当該有価証券とみなし、電⼦記録債権（電⼦記録債権法

（平成⼗九年法律第百⼆号）第⼆条第⼀項に規定する電⼦

記録債権をいう。以下この項において同じ。）のうち、流通

性その他の事情を勘案し、社債券その他の前項各号に掲げ

る有価証券とみなすことが必要と認められるものとして

政令で定めるもの（第七号及び次項において「特定電⼦記

録債権」という。）は、当該電⼦記録債権を当該有価証券と

みなし、次に掲げる権利は、証券⼜は証書に表⽰されるべ

き権利以外の権利であつても有価証券とみなして、この法

律の規定を適⽤する。 

⼀ 信託の受益権（前項第⼗号に規定する投資信託の受益

証券に表⽰されるべきもの及び同項第⼗⼆号から第⼗四

号までに掲げる有価証券に表⽰されるべきものを除く。） 

⼆ 外国の者に対する権利で前号に掲げる権利の性質を

有するもの（前項第⼗号に規定する外国投資信託の受益証

券に表⽰されるべきもの並びに同項第⼗七号及び第⼗⼋

号に掲げる有価証券に表⽰されるべきものに該当するも

のを除く。） 

三 合名会社若しくは合資会社の社員権（政令で定めるも

のに限る。）⼜は合同会社の社員権 

四 外国法⼈の社員権で前号に掲げる権利の性質を有す

るもの 

五 ⺠法（明治⼆⼗九年法律第⼋⼗九号）第六百六⼗七条

第⼀項に規定する組合契約、商法（明治三⼗⼆年法律第四

⼗⼋号）第五百三⼗五条に規定する匿名組合契約、投資事

業有限責任組合契約に関する法律（平成⼗年法律第九⼗号）

第三条第⼀項に規定する投資事業有限責任組合契約⼜は

有限責任事業組合契約に関する法律（平成⼗七年法律第四

⼗号）第三条第⼀項に規定する有限責任事業組合契約に基

づく権利、社団法⼈の社員権その他の権利（外国の法令に

基づくものを除く。）のうち、当該権利を有する者（以下こ

の号において「出資者」という。）が出資⼜は拠出をした⾦

銭（これに類するものとして政令で定めるものを含む。）を

充てて⾏う事業（以下この号において「出資対象事業」と

いう。）から⽣ずる収益の配当⼜は当該出資対象事業に係

る財産の分配を受けることができる権利であつて、次のい

ずれにも該当しないもの（前項各号に掲げる有価証券に表

⽰される権利及びこの項（この号を除く。）の規定により有

価証券とみなされる権利を除く。） 

イ 出資者の全員が出資対象事業に関与する場合として

政令で定める場合における当該出資者の権利 

ロ 出資者がその出資⼜は拠出の額を超えて収益の配当

⼜は出資対象事業に係る財産の分配を受けることがない

ことを内容とする当該出資者の権利（イに掲げる権利を除

く。） 

ハ 保険業法（平成七年法律第百五号）第⼆条第⼀項に規

定する保険業を⾏う者が保険者となる保険契約、農業協同

組合法（昭和⼆⼗⼆年法律第百三⼗⼆号）第⼗条第⼀項第

⼗号に規定する事業を⾏う同法第四条に規定する組合と

締結した共済契約、消費⽣活協同組合法（昭和⼆⼗三年法

律第⼆百号）第⼗条第⼆項に規定する共済事業を⾏う同法

第四条に規定する組合と締結した共済契約、⽔産業協同組

合法（昭和⼆⼗三年法律第⼆百四⼗⼆号）第⼗⼀条第⼀項

第⼗⼆号、第九⼗三条第⼀項第六号の⼆若しくは第百条の

⼆第⼀項第⼀号に規定する事業を⾏う同法第⼆条に規定

する組合と締結した共済契約、中⼩企業等協同組合法（昭

和⼆⼗四年法律第百⼋⼗⼀号）第九条の⼆第七項に規定す

る共済事業を⾏う同法第三条に規定する組合と締結した

共済契約⼜は不動産特定共同事業法（平成六年法律第七⼗

七号）第⼆条第三項に規定する不動産特定共同事業契約
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（同条第九項に規定する特例事業者と締結したものを除

く。）に基づく権利（イ及びロに掲げる権利を除く。） 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、当該権利を有価証

券とみなさなくても公益⼜は出資者の保護のため⽀障を

⽣ずることがないと認められるものとして政令で定める

権利 

六 以下【略】 

３項 この法律において、「有価証券の募集」とは、新たに

発⾏される有価証券の取得の申込みの勧誘（これに類する

ものとして内閣府令で定めるもの（次項において「取得勧

誘類似⾏為」という。）を含む。以下「取得勧誘」という。）

のうち、当該取得勧誘が第⼀項各号に掲げる有価証券⼜は

前項の規定により有価証券とみなされる有価証券表⽰権

利、特定電⼦記録債権若しくは同項各号に掲げる権利（電

⼦情報処理組織を⽤いて移転することができる財産的価

値（電⼦機器その他の物に電⼦的⽅法により記録されるも

のに限る。）に表⽰される場合（流通性その他の事情を勘案

して内閣府令で定める場合を除く。）に限る。以下「電⼦記

録移転権利」という。）（次項及び第六項、第⼆条の三第四

項及び第五項並びに第⼆⼗三条の⼗三第四項において「第

⼀項有価証券」という。）に係るものである場合にあつては

第⼀号及び第⼆号に掲げる場合、当該取得勧誘が前項の規

定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利（電

⼦記録移転権利を除く。次項、第⼆条の三第四項及び第五

項並びに第⼆⼗三条の⼗三第四項において「第⼆項有価証

券」という。）に係るものである場合にあつては第三号に掲

げる場合に該当するものをいい、「有価証券の私募」とは、

取得勧誘であつて有価証券の募集に該当しないものをい

う。 

⼀・⼆号 【略】  

三 その取得勧誘に応じることにより相当程度多数の者

が当該取得勧誘に係る有価証券を所有することとなる場

合として政令で定める場合 

５項 この法律において、「発⾏者」とは、有価証券を発⾏

し、⼜は発⾏しようとする者（内閣府令で定める有価証券

については、内閣府令で定める者）をいうものとし、証券

⼜は証書に表⽰されるべき権利以外の権利で第⼆項の規

定により有価証券とみなされるものについては、権利の種

類ごとに内閣府令で定める者が内閣府令で定める時に当

該権利を有価証券として発⾏するものとみなす。 

６項 この法律（第五章を除く。）において「引受⼈」とは、

有価証券の募集若しくは売出し⼜は私募若しくは特定投

資家向け売付け勧誘等（第⼀項有価証券に係る売付け勧誘

等であつて、第四項第⼆号ロに掲げる場合に該当するもの

（取引所⾦融商品市場における有価証券の売買及びこれ

に準ずる取引その他の政令で定める有価証券の取引に係

るものを除く。）をいう。以下同じ。）に際し、次の各号の

いずれかを⾏う者をいう。 

⼀ 当該有価証券を取得させることを⽬的として当該有

価証券の全部⼜は⼀部を取得すること。 

⼆ 当該有価証券の全部⼜は⼀部につき他にこれを取得

する者がない場合にその残部を取得することを内容とす

る契約をすること。 

三 当該有価証券が新株予約権証券（これに準ずるものと

して内閣府令で定める有価証券を含む。以下この号におい

て同じ。）である場合において、当該新株予約権証券を取得

した者が当該新株予約権証券の全部⼜は⼀部につき新株

予約権（これに準ずるものとして内閣府令で定める権利を

含む。以下この号において同じ。）を⾏使しないときに当該

⾏使しない新株予約権に係る新株予約権証券を取得して

⾃⼰⼜は第三者が当該新株予約権を⾏使することを内容

とする契約をすること。 

７項 【略】 

８項 この法律において「⾦融商品取引業」とは、次に掲

げる⾏為（その内容等を勘案し、投資者の保護のため⽀障

を⽣ずることがないと認められるものとして政令で定め

るもの及び銀⾏、優先出資法第⼆条第⼀項に規定する協同

組織⾦融機関（以下「協同組織⾦融機関」という。）その他

政令で定める⾦融機関が⾏う第⼗⼆号、第⼗四号、第⼗五

号⼜は第⼆⼗⼋条第⼋項各号に掲げるものを除く。）のい

ずれかを業として⾏うことをいう。 

⼀ 有価証券の売買（デリバティブ取引に該当するものを

除く。以下同じ。）、市場デリバティブ取引（⾦融商品（第

⼆⼗四項第三号の三に掲げるものに限る。）⼜は⾦融指標

（当該⾦融商品の価格及びこれに基づいて算出した数値

に限る。）に係る市場デリバティブ取引（以下「商品関連市
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場デリバティブ取引」という。）を除く。）⼜は外国市場デ

リバティブ取引（有価証券の売買にあつては、第⼗号に掲

げるものを除く。） 

⼆ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引⼜は外国市場

デリバティブ取引の媒介、取次ぎ（有価証券等清算取次ぎ

を除く。）⼜は代理（有価証券の売買の媒介、取次ぎ⼜は代

理にあつては、第⼗号に掲げるものを除く。） 

三 次に掲げる取引の委託の媒介、取次ぎ⼜は代理 

イ 取引所⾦融商品市場における有価証券の売買⼜は市

場デリバティブ取引 

ロ 外国⾦融商品市場（取引所⾦融商品市場に類似する市

場で外国に所在するものをいう。以下同じ。）における有価

証券の売買⼜は外国市場デリバティブ取引 

四 店頭デリバティブ取引⼜はその媒介、取次ぎ（有価証

券等清算取次ぎを除く。）若しくは代理（以下「店頭デリバ

ティブ取引等」という。） 

五 有価証券等清算取次ぎ 

六 有価証券の引受け（有価証券の募集若しくは売出し⼜

は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等に際し、第六

項各号に掲げるもののいずれかを⾏うことをいう。） 

七 有価証券（次に掲げるものに限る。）の募集⼜は私募 

イ 第⼀項第⼗号に規定する投資信託の受益証券のうち、

投資信託及び投資法⼈に関する法律第⼆条第⼀項に規定

する委託者指図型投資信託の受益権に係るもの 

ロ 第⼀項第⼗号に規定する外国投資信託の受益証券 

ハ 第⼀項第⼗六号に掲げる有価証券 

ニ 第⼀項第⼗七号に掲げる有価証券のうち、同項第⼗六

号に掲げる有価証券の性質を有するもの 

ホ イ若しくはロに掲げる有価証券に表⽰されるべき権

利⼜はハ若しくはニに掲げる有価証券のうち内閣府令で

定めるものに表⽰されるべき権利であつて、第⼆項の規定

により有価証券とみなされるもの 

ヘ 第⼆項の規定により有価証券とみなされる同項第五

号⼜は第六号に掲げる権利 

ト イからヘまでに掲げるもののほか、政令で定める有価

証券 

⼋ 有価証券の売出し⼜は特定投資家向け売付け勧誘等 

九 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い⼜は私募若

しくは特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い 

⼗ 以下【略】 

 

◇３条 

この章の規定は、次に掲げる有価証券については、適⽤

しない。 

⼀ 第⼆条第⼀項第⼀号及び第⼆号に掲げる有価証券 

⼆ 第⼆条第⼀項第三号、第六号及び第⼗⼆号に掲げる有

価証券（企業内容等の開⽰を⾏わせることが公益⼜は投資

者保護のため必要かつ適当なものとして政令で定めるも

のを除く。） 

三 第⼆条第⼆項の規定により有価証券とみなされる同

項各号に掲げる権利（次に掲げるものを除く。） 

イ 次に掲げる権利（ロに掲げるものに該当するものを除

く。第⼆⼗四条第⼀項において「有価証券投資事業権利等」

という。） 

（１） 第⼆条第⼆項第五号に掲げる権利のうち、当該権

利に係る出資対象事業（同号に規定する出資対象事業をい

う。）が主として有価証券に対する投資を⾏う事業である

ものとして政令で定めるもの 

（２） 第⼆条第⼆項第⼀号から第四号まで、第六号⼜は

第七号に掲げる権利のうち、（１）に掲げる権利に類する権

利として政令で定めるもの 

（３） その他政令で定めるもの 

ロ 電⼦記録移転権利 

四 政府が元本の償還及び利息の⽀払について保証して

いる社債券 

五 前各号に掲げる有価証券以外の有価証券で政令で定

めるもの 

 

◇２８条２項 

２項 この章において「第⼆種⾦融商品取引業」とは、⾦

融商品取引業のうち、次に掲げる⾏為のいずれかを業とし

て⾏うことをいう。 

⼀ 第⼆条第⼋項第七号に掲げる⾏為 

 ⼆ 第⼆条第⼆項の規定により有価証券とみなされる

同項各号に掲げる権利についての同条第⼋項第⼀号から

第三号まで、第五号、第⼋号⼜は第九号に掲げる⾏為 
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◇３３条 

１項 銀⾏、協同組織⾦融機関その他政令で定める⾦融機

関（以下この条、次条及び第⼆百⼀条において「⾦融機関」

という。）は、有価証券関連業⼜は投資運⽤業を⾏つてはな

らない。ただし、有価証券関連業については、⾦融機関が

他の法律の定めるところにより投資の⽬的をもつて、⼜は

信託契約に基づいて信託をする者の計算において有価証

券の売買若しくは有価証券関連デリバティブ取引を⾏う

場合は、この限りでない。 

 

◇３７条の３ 

１項 ⾦融商品取引業者等は、⾦融商品取引契約を締結し

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、あら

かじめ、顧客に対し、次に掲げる事項を記載した書⾯を交

付しなければならない。ただし、投資者の保護に⽀障を⽣

ずることがない場合として内閣府令で定める場合は、この

限りでない。 

⼀ 当該⾦融商品取引業者等の商号、名称⼜は⽒名及び住

所 

⼆ ⾦融商品取引業者等である旨及び当該⾦融商品取引

業者等の登録番号 

三 当該⾦融商品取引契約の概要 

四 ⼿数料、報酬その他の当該⾦融商品取引契約に関して

顧客が⽀払うべき対価に関する事項であつて内閣府令で

定めるもの 

五 顧客が⾏う⾦融商品取引⾏為について⾦利、通貨の価

格、⾦融商品市場における相場その他の指標に係る変動に

より損失が⽣ずることとなるおそれがあるときは、その旨 

六 前号の損失の額が顧客が預託すべき委託証拠⾦その

他の保証⾦その他内閣府令で定めるものの額を上回るお

それがあるときは、その旨 

七 前各号に掲げるもののほか、⾦融商品取引業の内容に

関する事項であつて、顧客の判断に影響を及ぼすこととな

る重要なものとして内閣府令で定める事項 

 

◇６５条の５ 

１項 第⼆⼗九条の規定にかかわらず、信託会社（信託業

法第⼆条第四項に規定する管理型信託会社を除く。次項及

び第五項において同じ。）、外国信託会社（同法第⼆条第七

項に規定する管理型外国信託会社を除く。次項及び第五項

において同じ。）⼜は同法第五⼗条の⼆第⼀項の登録を受

けた者は、第⼆条第⼆項第⼀号⼜は第⼆号に掲げる権利に

ついての次に掲げる⾏為（次項において「信託受益権の売

買等」という。）を業として⾏うことができる。 

⼀ 売買（デリバティブ取引に該当するものを除く。）⼜は

その代理若しくは媒介 

⼆ 第⼆条第⼋項第⼋号⼜は第九号に掲げる⾏為 

 

●⾦融商品取引法施⾏令 
◇１条の８の６第１項４号 

１項 法第⼆条第⼋項に規定する政令で定めるものは、次

に掲げるものとする。 

⼀〜三号 【略】 

四 前三号に掲げるもののほか、⾏為の性質その他の事情

を勘案して内閣府令で定める⾏為 

 

◇２条の１０ 

１項 法第三条第三号イ（２）に規定する政令で定めるも

のは、次に掲げる権利とする。 

⼀ 法第⼆条第⼆項第⼀号に掲げる権利のうち、その信託

財産に属する資産の価額の総額の百分の五⼗を超える額

を有価証券に対する投資に充てて運⽤を⾏う信託の受益

権（次に掲げるものを除く。） 

イ 公的年⾦制度の健全性及び信頼性の確保のための厚

⽣年⾦保険法等の⼀部を改正する法律（平成⼆⼗五年法律

第六⼗三号。以下イにおいて「平成⼆⼗五年厚⽣年⾦等改

正法」という。）附則第五条第⼀項の規定によりなおその効

⼒を有するものとされる平成⼆⼗五年厚⽣年⾦等改正法

第⼀条の規定による改正前の厚⽣年⾦保険法（昭和⼆⼗九

年法律第百⼗五号。以下イにおいて「改正前厚⽣年⾦保険

法」という。）第百三⼗条の⼆第⼀項及び第⼆項並びに第百

三⼗六条の三第⼀項第⼀号、第四号ニ及び第五号ヘ並びに

同条第⼆項において準⽤する改正前厚⽣年⾦保険法第百

三⼗条の⼆第⼆項並びに平成⼆⼗五年厚⽣年⾦等改正法

附則第三⼗⼋条第⼀項の規定によりなおその効⼒を有す
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るものとされる改正前厚⽣年⾦保険法第百五⼗九条の⼆

第⼀項及び第⼆項、改正前厚⽣年⾦保険法第百六⼗四条第

三項において準⽤する改正前厚⽣年⾦保険法第百三⼗六

条の三第⼀項第⼀号、第四号ニ及び第五号ヘ並びに改正前

厚⽣年⾦保険法第百六⼗四条第三項において準⽤する改

正前厚⽣年⾦保険法第百三⼗六条の三第⼆項において準

⽤する改正前厚⽣年⾦保険法第百三⼗条の⼆第⼆項に規

定する信託の受益権 

ロ 国⺠年⾦法（昭和三⼗四年法律第百四⼗⼀号）第百⼆

⼗⼋条第三項及び第百三⼗七条の⼗五第四項に規定する

信託の受益権 

ハ 国⺠年⾦基⾦令（平成⼆年政令第三百四号）第三⼗条

第⼀項第⼀号、第四号ニ及び第五号ヘ並びに第⼆項（同令

第五⼗⼀条第⼀項において準⽤する場合を含む。）に規定

する信託の受益権 

ニ 法⼈税法（昭和四⼗年法律第三⼗四号）附則第⼆⼗条

第三項に規定する適格退職年⾦契約（信託の契約に限る。）

に係る信託の受益権 

ホ 確定給付企業年⾦法（平成⼗三年法律第五⼗号）第六

⼗五条第三項に規定する資産管理運⽤契約（同条第⼀項第

⼀号に掲げる信託の契約に限る。）、同法第六⼗六条第⼀項

（同法第九⼗⼀条の⼆⼗四において準⽤する場合を含む。）

の規定により締結する同法第六⼗五条第⼀項第⼀号に掲

げる信託の契約及び同法第六⼗六条第⼆項（同法第九⼗⼀

条の⼆⼗四において準⽤する場合を含む。）に規定する信

託の契約に係る信託の受益権 

ヘ 確定拠出年⾦法（平成⼗三年法律第⼋⼗⼋号）第⼋条

第⼆項に規定する資産管理契約（同条第⼀項第⼀号に掲げ

る信託の契約に限る。）に係る信託の受益権 

ト 年⾦積⽴⾦管理運⽤独⽴⾏政法⼈法（平成⼗六年法律

第百五号）第⼆⼗⼀条第⼀項第三号に規定する信託の受益

権 

チ 社債、株式等の振替に関する法律（平成⼗三年法律第

七⼗五号）第五⼗⼀条第⼀項の規定により締結する加⼊者

保護信託契約に係る信託の受益権 

リ 法第四⼗三条の⼆第⼆項に規定する信託の受益権そ

の他これに類するものとして内閣府令で定める信託の受

益権 

ヌ 勤労者財産形成促進法（昭和四⼗六年法律第九⼗⼆号）

第六条の⼆第⼀項及び第六条の三第⼆項に規定する信託

の受益権 

ル 商品投資に係る事業の規制に関する法律第⼆条第六

項に規定する商品投資受益権に該当する信託の受益権で

あつて、当該信託の信託財産の全部を充てて法第⼆条第⼆

項第五号に掲げる権利（当該権利に係る同号に規定する出

資対象事業が商品投資を⾏う事業であるもの⼜は⼀の法

⼈（以下この号において「特定法⼈」という。）への出資（以

下この号及び第三項において「特定出資」という。）を⾏う

事業であつて次に掲げる要件の全てに該当するものに限

る。）⼜はこれに類する同条第⼆項第六号に掲げる権利が

取得される場合における当該信託の受益権 

（１） 当該特定法⼈が特定出資に係る⾦銭その他の財産

の価額の合計額の百分の五⼗を超える額を充てて有価証

券に対する投資として運⽤するものではないこと。 

（２） 法令⼜は当該特定法⼈の定款、寄附⾏為その他こ

れらに準ずるものにより当該特定法⼈が⼆以上の者から

出資を受けることにつき禁⽌がされていること。 

⼆号以下 【略】 

 

●⾦融商品取引法第⼆条に規定する定義に関する内
閣府令 
◇９条 

第⼆条第三項各号列記以外の部分に規定する内閣府令

で定めるものは、次の各号に掲げる有価証券の区分に応じ、

当該各号に定めるものとする。 

⼀〜五号 【略】  

六 法第⼆条第⼆項第⼀号及び第⼆号に掲げる権利であ

って、当該権利に係る信託の効⼒が⽣ずるときにおける受

益者が委託者であるもの（信託契約が⼀個の信託約款に基

づくものであって、当該信託契約に係る信託財産の管理⼜

は処分が、当該信託約款に基づいて受託者が他の委託者と

の間に締結する信託契約に係る信託財産の管理⼜は処分

と合同して⾏われる信託（⾦融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（昭和⼗⼋年法律第四⼗三号）第六条の規定に

より元本の補塡の契約のある⾦銭信託を除く。）に係るも

のを除く。） 当該権利に係る信託の委託者が当該権利（委
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託者が譲り受けたものを除く。）を譲渡するために⾏う当

該権利の売付けの申込み⼜はその買付けの申込みの勧誘 

 

◇１４条 

１・２項 【略】 

３項 法第⼆条第五項に規定する権利の種類ごとに内閣

府令で定める時に有価証券として発⾏されたものとみな

される内閣府令で定める者は、次の各号に掲げる権利の区

分に応じ、当該各号に定める者とする。 

⼀ 法第⼆条第⼆項第⼀号に掲げる権利（次号に掲げるも

のを除く。）及び同項第⼆号に掲げる権利 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める者 

イ 委託者⼜は委託者から指図の権限の委託を受けた者

のみの指図により信託財産の管理⼜は処分が⾏われる場

合 当該権利に係る信託の委託者 

ロ イに掲げる場合以外の場合（当該権利に係る信託の効

⼒が⽣ずるときにおける受益者が委託者であるものであ

って、⾦銭を信託財産とする場合に限る。） 当該権利に係

る信託の受託者 

ハ イ及びロに掲げる場合以外の場合 当該権利に係る

信託の委託者及び受託者 

⼀の⼆ 以下【略】 

４項 法第⼆条第五項に規定する内閣府令で定める時は、

次の各号に掲げる権利の区分に応じ、当該各号に定める時

とする。 

⼀ 法第⼆条第⼆項第⼀号及び第⼆号に掲げる権利 次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める時 

イ 当該権利に係る信託の効⼒が⽣ずるときにおける受

益者が委託者である場合（信託契約が⼀個の信託約款に基

づくものであって、当該信託契約に係る信託財産の管理⼜

は処分が、当該信託約款に基づいて受託者が他の委託者と

の間に締結する信託契約に係る信託財産の管理⼜は処分

と合同して⾏われる信託（⾦融機関の信託業務の兼営等に

関する法律第六条の規定により元本の補塡の契約のある

⾦銭信託を除く。）に係るものを除く。） 当該権利に係る

信託の委託者が当該権利（委託者が譲り受けたものを除

く。）を譲渡する時 

ロ イに掲げる場合以外の場合 当該権利に係る信託の

効⼒が⽣ずる時 

⼆ 以下【略】 

 

◇１６条 

１項 令第⼀条の⼋の六第⼀項第四号に規定する内閣府

令で定める⾏為は、次に掲げる⾏為とする。 

⼀ 法第⼆条第⼆項第⼀号⼜は第⼆号に掲げる権利の販

売のうち、勧誘をすることなく、⾦融商品取引業者等（法

第六⼗五条の五第⼆項及び第四項の規定により⾦融商品

取引業者とみなされる者を含む。以下この号において同

じ。）による代理⼜は媒介により当該販売に係る契約を締

結するもの（当該代理⼜は媒介に係る業務の委託契約書そ

の他の書類において、当該販売を⾏う者が当該⾦融商品取

引業者等に勧誘の全部を委託する旨が明らかにされてい

るものに限る。） 

⼀の⼆ から六 【略】 

 七 法第⼆条第⼋項第六号に掲げる⾏為のうち、信託会

社⼜は外国信託会社が、法第⼆条第⼆項第⼀号に掲げる権

利（当該権利に係る信託の受託者が当該信託会社⼜は外国

信託会社であるものに限る。）の募集⼜は私募に際し、同条

第六項第⼀号に掲げるものを⾏う⾏為 

七の⼆ 以下【略】 

 

◇８４条 

 その締結しようとする⾦融商品取引契約が法第⼆条第

⼀項第⼗四号に掲げる有価証券若しくは同項第⼗七号に

掲げる有価証券（同項第⼗四号に掲げる有価証券の性質を

有するものに限る。）⼜は同条第⼆項第⼀号若しくは第⼆

号に掲げる権利（以下「信託受益権等」という。）の売買そ

の他の取引に係るものである場合における法第三⼗七条

の三第⼀項第七号に規定する内閣府令で定める事項は、前

条第⼀項に規定する事項のほか、次に掲げる事項とする。 

⼀ 信託財産の種類、信託期間、信託財産の管理⼜は処分

の⽅法及び信託財産の交付に関する事項 

⼆ 信託財産の管理⼜は処分の権限を有する者及び権限

の内容に関する事項（当該者が適格投資家向け投資運⽤業

を⾏うことにつき法第⼆⼗九条の登録を受けた⾦融商品

取引業者であるときは、その旨を含む。） 
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三 信託の設定時における第三者による信託財産の評価

の有無その他信託財産の評価に関する事項 

四 信託⾏為において定められる信託受益権等（法第⼆条

第⼆項の規定により有価証券とみなされる同項第⼀号⼜

は第⼆号に掲げる権利に限る。）の譲渡⼿続に関する事項 

五 取引の種類の別 

六 売付けの代理若しくは媒介⼜は募集、私募若しくは売

出しの取扱いの場合にあっては、売主⼜は買主に関する事

項 

七 信託の⽬的 

⼋ 受益者の権利義務に関する次に掲げる事項 

イ 受託者が受益者との間において、信託法（平成⼗⼋年

法律第百⼋号）第四⼗⼋条第五項（同法第五⼗四条第四項

において準⽤する場合を含む。）に規定する合意を⾏う定

めがある場合（信託業法第⼆⼗九条の三の規定により信託

会社が説明する場合を除く。）は、その旨及び当該合意の内

容 

ロ 受益者の意思決定に関する特別の定めがある場合は、

その旨及び当該定めの内容 

ハ 信託の変更、併合⼜は分割に関する特別の定めがある

場合は、その旨及び当該定めの内容 

ニ 信託終了の事由に関する特別の定めがある場合は、そ

の旨及び当該定めの内容 

ホ 信託の合意による終了に関する特別の定めがある場

合は、その旨及び当該定めの内容 

ヘ 受託者の辞任及び新受託者の選任に関する特別の定

めがある場合は、その旨及び当該定めの内容 

九 信託受益権等の損失の危険に関する次に掲げる事項 

イ 信託法第⼆⼗⼀条第⼀項第三号に掲げる権利に係る

債務がある場合は、当該債務の総額及び契約ごとの債務の

⾦額その他当該債務の内容に関する事項（当該債務が借⼊

れである場合にあっては、総借⼊⾦額並びに契約ごとの借

⼊先の属性、借⼊⾦額、返済期限、直前の計算期間の借⼊

残⾼、計算期間及び借⼊期間における利率、返済⽅法、担

保の設定に関する事項並びに借⼊れの⽬的及び使途を含

む。） 

ロ イに掲げるもののほか、信託受益権について損失を⽣

じるおそれのある債務がある場合は、その旨及び当該債務

の総額その他の当該債務の状況 

ハ 信託債権、信託財産に設定された担保権その他当該信

託受益権に優先する権利がある場合は、当該権利の内容 

ニ 信託受益権について信⽤補完が講じられている場合

は、その旨及び当該信⽤補完の内容 

ホ ⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律第六条の

規定に基づき損失の補てん⼜は利益の補⾜を約する特約

が付されている場合は、その旨及びその内容 

⼗ 信託財産に関する租税その他の費⽤に関する事項 

⼗⼀ 信託財産の計算期間に関する事項 

⼗⼆ 信託財産の管理⼜は処分の状況の報告に関する事

項 

⼗三 受託者の⽒名⼜は名称及び公告の⽅法 

⼗四 信託財産である⾦銭を固有財産⼜は他の信託財産

である⾦銭と合同運⽤する場合は、その旨及び当該信託財

産と固有財産⼜は他の信託財産との間の損益の分配に係

る基準 

⼗五 当該⾦融商品取引契約が信託法第三条第三号に掲

げる⽅法によってする信託に係る信託受益権等の売買そ

の他の取引に係るものである場合にあっては、次に掲げる

事項 

イ 信託法第三条第三号の公正証書その他の書⾯⼜は電

磁的記録に記載され、⼜は記録された事項の内容 

ロ 受託者に係る信託業法第五⼗条の⼆第⼀項の登録の

有無及び同条第⼗項の調査の有無 

ハ 信託業法第五⼗条の⼆第⼗項の調査が⾏われた場合

には、当該調査の結果 

ニ 信託業法第五⼗条の⼆第⼗項の調査が⾏われなかっ

た場合であり、かつ、信託受益権等の売買その他の取引を

⾏う者が当該信託の受託者と同⼀の者であるものについ

ては、信託業法施⾏規則（平成⼗六年内閣府令第百七号）

第五⼗⼀条の七第⼀項各号に掲げる事項 

⼗六 当該⾦融商品取引契約が信託法第⼆条第⼗⼆項に

規定する限定責任信託に係る信託受益権等の売買その他

の取引に係るものである場合にあっては、第⼀号から第⼗

四号までに掲げるもののほか、次に掲げる事項 

イ 限定責任信託の名称 

ロ 限定責任信託の事務処理地 
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ハ 給付可能額及び受益者に対する信託財産に係る給付

は当該給付可能額を超えてすることはできない旨 

２ 前条第⼆項の規定は、信託受益権等の売買その他の取

引について準⽤する。この場合において、同項中「前項各

号」とあるのは、「第⼋⼗四条第⼀項各号」と読み替えるも

のとする。 

３ 前条第三項の規定は、信託受益権等について準⽤する。

この場合において、同項中「第⼀項」とあるのは、「第⼋⼗

四条第⼀項」と読み替えるものとする。 

 

●信託業法 
◇２条 

１項 この法律において「信託業」とは、信託の引受け（他

の取引に係る費⽤に充てるべき⾦銭の預託を受けるもの

その他他の取引に付随して⾏われるものであって、その内

容等を勘案し、委託者及び受益者の保護のため⽀障を⽣ず

ることがないと認められるものとして政令で定めるもの

を除く。以下同じ。）を⾏う営業をいう。 

２項 【略】 

３項 この法律において「管理型信託業」とは、次の各号

のいずれかに該当する信託のみの引受けを⾏う営業をい

う。 

⼀ 委託者⼜は委託者から指図の権限の委託を受けた者

（委託者⼜は委託者から指図の権限の委託を受けた者が

株式の所有関係⼜は⼈的関係において受託者と密接な関

係を有する者として政令で定める者以外の者である場合

に限る。）のみの指図により信託財産の管理⼜は処分（当該

信託の⽬的の達成のために必要な⾏為を含む。以下同じ。）

が⾏われる信託 

⼆ 信託財産につき保存⾏為⼜は財産の性質を変えない

範囲内の利⽤⾏為若しくは改良⾏為のみが⾏われる信託 

４〜７項 【略】 

８項 この法律において「信託契約代理業」とは、信託契

約（当該信託契約に基づく信託の受託者が当該信託の受益

権（当該受益権を表⽰する証券⼜は証書を含む。）の発⾏者

（⾦融商品取引法（昭和⼆⼗三年法律第⼆⼗五号）第⼆条

第五項に規定する発⾏者をいう。）とされる場合を除く。）

の締結の代理（信託会社⼜は外国信託会社を代理する場合

に限る。）⼜は媒介を⾏う営業をいう。 

９・１０項 【略】 

１１項 

⼀・⼆号 【略】 

三 第五⼗条の⼆第⼀項の登録を受けた者が⾏う信託法

（平成⼗⼋年法律第百⼋号）第三条第三号に掲げる⽅法に

よってする信託に係る事務及び当該登録を受けた者が営

む信託受益権売買等業務（⾦融商品取引法第六⼗五条の五

第⼀項に規定する信託受益権の売買等を⾏う業務をいう。

以下同じ。） 

 

◇３条 

信託業は、内閣総理⼤⾂の免許を受けた者でなければ、営

むことができない。 

 

◇７条 

１項 第三条の規定にかかわらず、内閣総理⼤⾂の登録を

受けた者は、管理型信託業を営むことができる。 

２項以下 【略】 

 

◇２４条 

１項 信託会社は、信託の引受けに関して、次に掲げる⾏

為（次条に規定する特定信託契約による信託の引受けにあ

っては、第五号に掲げる⾏為を除く。）をしてはならない。 

⼀ 委託者に対し虚偽のことを告げる⾏為 

⼆ 委託者に対し、不確実な事項について断定的判断を提

供し、⼜は確実であると誤解させるおそれのあることを告

げる⾏為 

三 委託者若しくは受益者⼜は第三者に対し、特別の利益

の提供を約し、⼜はこれを提供する⾏為（第三者をして特

別の利益の提供を約させ、⼜はこれを提供させる⾏為を含

む。） 

四 委託者若しくは受益者⼜は第三者に対し、信託の受益

権について損失を⽣じた場合にこれを補てんし、若しくは

あらかじめ⼀定額の利益を得なかった場合にこれを補⾜

することを約し、⼜は信託の受益権について損失を⽣じた

場合にこれを補てんし、若しくはあらかじめ⼀定額の利益

を得なかった場合にこれを補⾜する⾏為（第三者をして当
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該⾏為を約させ、⼜は⾏わせる⾏為を含み、⾃⼰の責めに

帰すべき事故による損失を補てんする場合を除く。） 

２項 【略】 

 

◇２４条の２ 

⾦融商品取引法第三章第⼀節第五款（第三⼗四条の⼆第

六項から第⼋項まで（特定投資家が特定投資家以外の顧客

とみなされる場合）並びに第三⼗四条の三第五項及び第六

項（特定投資家以外の顧客である法⼈が特定投資家とみな

される場合）を除く。）（特定投資家）、同章第⼆節第⼀款（第

三⼗五条から第三⼗六条の四まで（第⼀種⾦融商品取引業

⼜は投資運⽤業を⾏う者の業務の範囲、第⼆種⾦融商品取

引業⼜は投資助⾔・代理業のみを⾏う者の兼業の範囲、業

務管理体制の整備、顧客に対する誠実義務、標識の掲⽰、

名義貸しの禁⽌、社債の管理の禁⽌等）、第三⼗七条第⼀項

第⼆号（広告等の規制）、第三⼗七条の⼆（取引態様の事前

明⽰義務）、第三⼗七条の三第⼀項第⼆号から第四号まで

及び第六号並びに第三項（契約締結前の書⾯の交付）、第三

⼗七条の四（契約締結時等の書⾯の交付）、第三⼗七条の五

（保証⾦の受領に係る書⾯の交付）、第三⼗七条の七（指定

紛争解決機関との契約締結義務等）、第三⼗⼋条第⼀号、第

⼆号、第七号及び第⼋号並びに第三⼗⼋条の⼆（禁⽌⾏為）、

第三⼗九条第⼀項、第⼆項第⼆号、第三項、第四項、第六

項及び第七項（損失補塡等の禁⽌）、第四⼗条第⼀号（適合

性の原則等）並びに第四⼗条の⼆から第四⼗条の七まで

（最良執⾏⽅針等、分別管理が確保されていない場合の売

買等の禁⽌、⾦銭の流⽤が⾏われている場合の募集等の禁

⽌、特定投資家向け有価証券の売買等の制限、特定投資家

向け有価証券に関する告知義務、のみ⾏為の禁⽌、店頭デ

リバティブ取引に関する電⼦情報処理組織の使⽤義務等）

を除く。）（通則）及び第四⼗五条（第三号及び第四号を除

く。）（雑則）の規定は、信託会社が⾏う信託契約（⾦利、

通貨の価格、⾦融商品市場（同法第⼆条第⼗四項に規定す

る⾦融商品市場をいう。）における相場その他の指標に係

る変動により信託の元本について損失が⽣ずるおそれが

ある信託契約として内閣府令で定めるものをいう。以下

「特定信託契約」という。）による信託の引受けについて準

⽤する。この場合において、これらの規定中「⾦融商品取

引契約」とあるのは「特定信託契約」と、「⾦融商品取引業」

とあるのは「特定信託契約の締結の業務」と、これらの規

定（同法第三⼗四条の規定を除く。）中「⾦融商品取引⾏為」

とあるのは「特定信託契約の締結」と、同法第三⼗四条中

「顧客を相⼿⽅とし、⼜は顧客のために⾦融商品取引⾏為

（第⼆条第⼋項各号に掲げる⾏為をいう。以下同じ。）を⾏

うことを内容とする契約」とあるのは「信託業法第⼆⼗四

条の⼆に規定する特定信託契約」と、同法第三⼗七条の三

第⼀項第⼀号中「商号、名称⼜は⽒名及び住所」とあるの

は「住所」と、同法第三⼗七条の六第⼀項中「第三⼗七条

の四第⼀項」とあるのは「信託業法第⼆⼗六条第⼀項」と、

同法第三⼗九条第⼆項第⼀号中「有価証券売買取引等」と

あるのは「特定信託契約の締結」と、「前項第⼀号」とある

のは「損失補塡等（信託業法第⼆⼗四条第⼀項第四号の損

失の補塡⼜は利益の補⾜をいう。第三号において同じ。）」

と、同項第三号中「有価証券売買取引等」とあるのは「特

定信託契約の締結」と、「前項第三号の提供」とあるのは「損

失補塡等」と、同条第五項中「事故」とあるのは「信託会

社の責めに帰すべき事故」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

◇２５条 

信託会社は、信託契約による信託の引受けを⾏うときは、

あらかじめ、委託者に対し当該信託会社の商号及び次条第

⼀項第三号から第⼗六号までに掲げる事項（特定信託契約

による信託の引受けを⾏うときは、同号に掲げる事項を除

く。）を説明しなければならない。ただし、委託者の保護に

⽀障を⽣ずることがない場合として内閣府令で定める場

合は、この限りでない。 

 

◇８５条 

信託契約代理店の所属信託会社は、信託契約代理店が⾏

った信託契約の締結の代理⼜は媒介につき顧客に加えた

損害を賠償する責めに任ずる。ただし、所属信託会社が信

託契約代理店への委託につき相当の注意をし、かつ、信託

契約代理店が⾏う信託契約の締結の代理⼜は媒介につき

顧客に加えた損害の発⽣の防⽌に努めたときは、この限り

でない。 



 10 

 

●信託業法施⾏規則 
◇３０条の２ 

１項 法第⼆⼗四条の⼆に規定する内閣府令で定めるも

のは、次に掲げる信託契約以外の信託契約とする。 

⼀ 公益信託ニ関スル法律（⼤正⼗⼀年法律第六⼗⼆号）

第⼀条に規定する公益信託に係る信託契約 

⼆ ⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和⼗⼋

年法律第四⼗三号。以下「兼営法」という。）第六条に規定

する信託契約のうち、元本に損失を⽣じた場合にその全部

を補てんする旨を定めるもの 

三 信託財産を次に掲げるもののみにより運⽤すること

を約する信託契約であって、顧客が⽀払うべき信託報酬そ

の他の⼿数料の額が信託財産の運⽤により⽣じた収益の

額の範囲内で定められるもの（前号に掲げるものを除く。） 

イ 預⾦等（預⾦保険法（昭和四⼗六年法律第三⼗四号）

第⼆条第⼆項に規定する預⾦等をいう。）のうち、決済⽤預

⾦（同法第五⼗⼀条の⼆第⼀項に規定する決済⽤預⾦をい

う。）、預⾦保険法施⾏令（昭和四⼗六年政令第百⼗⼀号）

第三条各号（第四号を除く。）に掲げる預⾦等及び特定預⾦

等以外のもの 

ロ 貯⾦等（農⽔産業協同組合貯⾦保険法（昭和四⼗⼋年

法律第五⼗三号）第⼆条第⼆項に規定する貯⾦等をいう。）

のうち、決済⽤貯⾦（同法第五⼗⼀条の⼆第⼀項に規定す

る決済⽤貯⾦をいう。）、農⽔産業協同組合貯⾦保険法施⾏

令（昭和四⼗⼋年政令第⼆百⼀号）第六条各号（第四号を

除く。）に掲げる貯⾦等及び特定貯⾦等以外のもの 

四 法第⼆条第三項各号のいずれかに該当する信託に係

る信託契約 

五 信託財産のうち⾦銭、有価証券、為替⼿形及び約束⼿

形（有価証券に該当するものを除く。）以外の物⼜は権利で

あるものの管理⼜は処分を⾏うことを⽬的とする信託に

係る信託契約（前号に掲げるものを除く。） 

２項 【略】 

 

◇３０条の２３ 

準⽤⾦融商品取引法第三⼗七条の三第⼀項第七号に規

定する内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

ただし、第⼀号の⼆及び第⼗⼆号並びに第三項各号に掲げ

る事項については、当該契約締結前交付書⾯が委託者⼜は

委託者から指図の権限の委託を受けた者（委託者⼜は委託

者から指図の権限の委託を受けた者が令第⼆条第⼀項各

号に掲げる者である場合に限る。）のみの指図により信託

財産の管理⼜は処分が⾏われる信託に係るものである場

合は、この限りでない。 

⼀ 当該契約締結前交付書⾯の内容を⼗分に読むべき旨 

⼀の⼆ 信託の⽬的の概要 

⼆ 損失の危険に関する事項 

三 当該信託に係る受益権の譲渡⼿続に関する事項 

四 当該信託に係る受益権の譲渡に制限がある場合は、そ

の旨及び当該制限の内容 

五 次に掲げる事項について特別の定めをする場合は、当

該定めに関する事項 

イ 受託者が複数である場合における信託業務の処理 

ロ 受託者の辞任 

ハ 受託者の任務終了の場合の新受託者の選任 

ニ 信託終了の事由 

六 受託者の公告の⽅法（公告の期間を含む。以下同じ。） 

七 顧客が⾏う特定信託契約の締結について⾦利、通貨の

価格、⾦融商品市場（⾦融商品取引法第⼆条第⼗四項に規

定する⾦融商品市場をいう。）における相場その他の指標

に係る変動を直接の原因として損失が⽣ずることとなる

おそれがある場合にあっては、次に掲げる事項 

イ 当該指標 

ロ 当該指標に係る変動により損失が⽣ずるおそれがあ

る理由 

⼋ 当該特定信託契約に関する租税の概要 

九 顧客が当該信託会社に連絡する⽅法 

⼗ 当該信託会社が対象事業者（⾦融商品取引法第七⼗九

条の⼗⼀第⼀項に規定する対象事業者をいう。以下この号

において同じ。）となっている認定投資者保護団体（当該特

定信託契約が当該認定投資者保護団体の認定業務（同法第

七⼗九条の⼗第⼀項に規定する認定業務をいう。）の対象

となるものである場合における当該認定投資者保護団体

に限る。）の有無（対象事業者となっている場合にあっては、

その名称） 
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⼗⼀ 次のイ⼜はロに掲げる場合の区分に応じ、当該イ⼜

はロに定める事項 

イ 指定紛争解決機関が存在する場合 信託会社が法第

⼆⼗三条の⼆第⼀項第⼀号に定める⼿続実施基本契約を

締結する措置を講ずる当該⼿続実施基本契約の相⼿⽅で

ある指定紛争解決機関の商号⼜は名称 

ロ 指定紛争解決機関が存在しない場合 信託会社の法

第⼆⼗三条の⼆第⼀項第⼆号に定める苦情処理措置及び

紛争解決措置の内容 

⼗⼆ 当該信託会社の業務⼜は財務に関する外部監査の

有無並びに当該外部監査を受けている場合にあっては、当

該外部監査を⾏った者の⽒名⼜は名称並びに当該外部監

査の対象及び結果の概要 

⼗三 当該特定信託契約が電⼦記録移転有価証券表⽰権

利等に関するものである場合にあっては、当該電⼦記録移

転有価証券表⽰権利等の概要その他当該電⼦記録移転有

価証券表⽰権利等の性質に関し顧客の注意を喚起すべき

事項 

２項以下 【略】 

 

◇３０条の２６ 

準⽤⾦融商品取引法第三⼗⼋条第九号に規定する内閣

府令で定める⾏為は、次に掲げる⾏為とする。 

⼀ 第三⼗条各号に掲げる⾏為 

⼆ 次に掲げる書⾯の交付に関し、あらかじめ、顧客（特

定投資家（準⽤⾦融商品取引法第三⼗四条の⼆第五項の規

定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、準

⽤⾦融商品取引法第三⼗四条の三第四項（準⽤⾦融商品取

引法第三⼗四条の四第六項において準⽤する場合を含む。）

の規定により特定投資家とみなされる者を含む。）を除く。

以下この号において同じ。）に対して、準⽤⾦融商品取引法

第三⼗七条の三第⼀項第五号及び第七号に掲げる事項（ハ

に掲げる書⾯を交付する場合にあっては、当該書⾯に記載

されている事項であって同項第五号及び第七号に掲げる

事項に係るもの）について顧客の知識、経験、財産の状況

及び特定信託契約を締結する⽬的に照らして当該顧客に

理解されるために必要な⽅法及び程度による説明をする

ことなく、特定信託契約を締結する⾏為 

イ 契約締結前交付書⾯ 

ロ 第三⼗条の⼆⼗⼆第⼀項第⼆号に掲げる場合にあっ

ては、同号に規定する⽬論⾒書（同号の規定により当該⽬

論⾒書と⼀体のものとして交付される書⾯がある場合に

は、当該⽬論⾒書及び当該書⾯） 

ハ 契約変更書⾯ 

三 特定信託契約の締結⼜は解約に関し、顧客（個⼈に限

る。）に迷惑を覚えさせるような時間に電話⼜は訪問によ

り勧誘する⾏為 

四号以下 【略】 

 

●⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律 
◇２条 

信託業法第⼗⼀条、第⼆⼗⼆条から第⼆⼗四条まで、第

⼆⼗五条から第三⼗⼀条まで、第四⼗⼆条及び第四⼗九条

の規定は、⾦融機関が信託業務を営む場合について準⽤す

る。この場合において、同法第⼗⼀条第⼗項中「第七条第

三項の登録の更新がされなかった場合、第四⼗四条第⼀項

の規定により第三条の免許が取り消された場合、第四⼗五

条第⼀項の規定により第七条第⼀項の登録が取り消され

た場合若しくは第四⼗六条第⼀項の規定により第三条の

免許若しくは第七条第⼀項の登録がその効⼒を失った」と

あるのは「⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律第⼗

条の規定により同法第⼀条第⼀項の認可が取り消された

場合若しくは同法第⼗⼀条の規定により同法第⼀条第⼀

項の認可がその効⼒を失った」と、同法第⼆⼗三条の⼆中

「指定紛争解決機関」とあるのは「⾦融機関の信託業務の

兼営等に関する法律第⼗⼆条の⼆第⼀項第⼋号に規定す

る指定紛争解決機関」と、同条第⼀項第⼀号中「⼿続実施

基本契約」とあるのは「⼿続実施基本契約（⾦融機関の信

託業務の兼営等に関する法律第⼗⼆条の⼆第⼀項第⼋号

に規定する⼿続実施基本契約をいう。次項において同じ。）」

と、同項第⼆号中「⼿続対象信託業務」とあるのは「⾦融

機関の信託業務の兼営等に関する法律第⼗⼆条の⼆第四

項に規定する特定兼営業務」と、同条第三項中「紛争解決

等業務」とあるのは「⾦融機関の信託業務の兼営等に関す

る法律第⼗⼆条の⼆第⼀項に規定する紛争解決等業務」と、

「第⼋⼗五条の⼆第⼀項」とあるのは「⾦融機関の信託業
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務の兼営等に関する法律第⼗⼆条の⼆第⼀項」と、同法第

四⼗⼆条第⼆項中「第⼗七条から第⼗九条までの届出若し

くは措置若しくは当該」とあるのは「当該」と、同法第四

⼗九条第⼀項中「第七条第三項の登録の更新をしなかった

場合、第四⼗四条第⼀項の規定により第三条の免許を取り

消した場合⼜は第四⼗五条第⼀項の規定により第七条第

⼀項の登録を取り消した」とあるのは「⾦融機関の信託業

務の兼営等に関する法律第⼗条の規定により同法第⼀条

第⼀項の認可を取り消した」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

２ 信託業務を営む⾦融機関が信託契約（内閣府令で定め

るものを除く。）の締結の代理⼜は媒介を第三者に委託す

る場合には、当該⾦融機関を信託会社とみなして、信託業

法第⼆条第⼋項及び第五章の規定（これらの規定に係る罰

則を含む。）を適⽤する。この場合において、同章中「所属

信託会社」とあるのは「所属信託兼営⾦融機関」と、同法

第七⼗⼋条第⼀項中「第三⼗四条第⼀項の規定」とあるの

は「銀⾏法（昭和五⼗六年法律第五⼗九号）第⼆⼗⼀条第

⼀項その他政令で定める規定」とする。 

３ ⾦融商品取引法第三⼗三条の⼆の規定にかかわらず、

信託業務を営む⾦融機関は、信託受益権売買等業務を営む

ことができる。 

４ 信託業務を営む⾦融機関が前項の規定により信託受

益権売買等業務を営む場合においては、当該⾦融機関を登

録⾦融機関（⾦融商品取引法第⼆条第⼗⼀項に規定する登

録⾦融機関をいう。）とみなして、同法第三⼗四条から第三

⼗四条の五まで、第三⼗六条第⼀項、第三⼗六条の三、第

三⼗七条（第⼀項第⼆号を除く。）、第三⼗七条の⼆、第三

⼗七条の三（第⼀項第⼆号を除く。）、第三⼗七条の四、第

三⼗七条の六、第三⼗⼋条（第七号を除く。）、第三⼗九条

（第四項及び第六項を除く。）、第四⼗条、第四⼗条の四、

第四⼗条の五、第四⼗五条第⼀号及び第⼆号、第四⼗⼋条、

第四⼗⼋条の⼆、第五⼗⼀条の⼆、第五⼗⼆条の⼆第⼀項

及び第⼆項、第五⼗六条の⼆第⼀項、第百九⼗条並びに第

百九⼗四条の五第⼆項の規定並びにこれらの規定に係る

同法第⼋章及び第⼋章の⼆の規定を適⽤する。この場合に

おいて、同法第五⼗⼆条の⼆第⼀項中「次の各号のいずれ

か」とあるのは「第三号⼜は第五号」と、「当該登録⾦融機

関の第三⼗三条の⼆の登録を取り消し、⼜は六⽉以内の期

間を定めて」とあるのは「六⽉以内の期間を定めて」と、

同条第⼆項中「前項第三号から第五号までのいずれか」と

あるのは「前項第三号⼜は第五号」とする。 

 

◇６条 

信託業務を営む⾦融機関は、第⼆条第⼀項において準⽤

する信託業法第⼆⼗四条第⼀項第四号の規定にかかわら

ず、内閣府令で定めるところにより、運⽤⽅法の特定しな

い⾦銭信託に限り、元本に損失を⽣じた場合⼜はあらかじ

め⼀定額の利益を得なかった場合にこれを補てんし⼜は

補⾜する旨を定める信託契約（内閣府令で定めるものに限

る。）を締結することができる。  

 

以上 


